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内容 【人事・労務情報】 
    ■規則制度改定時の民主プロセス 
   【コラム】＜”群租“ ～家賃高騰の都市部の現状～＞ 

在中日系企業の労働争議がマスコミで取り上げられるケースが相次いでおり、日系企業では労使関係調

整に敏感にならざるをえない状況です。一方、賃金上昇や、労務派遣法規の施行による直接雇用・終身

雇用者増加に対応し、人事制度や就業規則の見直しに着手する企業が増加しています。本号では、合理

的な規則制度の構築・運用の為の中国における労使協議プロセス “民主プロセス”に関してご報告いたし

ます。 
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■規則制度改定時の民主プロセス 

会社規則制度の告知プロセス 

会社就業規則の制定権は会社にあるとされていますが、制定の民主プロセスを怠った場合には、規定

制度自体が無効とされます。制定・改定に当たっては制定の民主プロセスを実行し、証拠を保留する

ことが重要です。 

トラブル 
小佳は2004年１月10日からDF社に雇われ、梱包業務に従事し、労働契約を更新してきた。 
直近の労働契約の期間は2011年１月１日から2013年12月31日。 
2013年６月25日、小佳が申し出た職務変更に主管と部長が同意せず、小佳と部長が殴り合い
の喧嘩となった。 
2013年６月26日、DF社は会社就業規則への重大違反により小佳との労働契約を解除した。 

労働契約書 
2013年9月、小佳は労働仲裁所に仲裁を申し出た。審査の結果、小佳の労働契約書のその他事
項の欄に「本人は2007年11月26日発布の会社就業規則を閲読し理解しました」というスタン
プ*が押されていた。 

仲裁裁定 
DF社は2007年11月26日以降に多くの就業規則項目の改訂を実施しており、労働契約書のスタ
ンプ*は就業規則項目を小佳に告知していた証拠とはならず、DF社が小佳の労働契約を解除し
たことは違法解除にあたると裁定。DF社に対して、労働契約違法解除の経済補償金（通常経済
補償金の２倍－小佳の場合は直近12ヶ月の平均月収（グロス）の19か月分ー）の支払いを命
じた。 

Navi 小佳が会社就業規則の労働契約即時解除条項にあたる「会社指示に従わず、暴力行為

を行う」という就業規則及び業務紀律違反を犯したにもかかわらず、仲裁裁定はDF社の労働

契約違法解除の仲裁裁定を下したのか＜ 課題は会社規則制度の告知プロセスにあります。 
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Navi 中国では80年代の《全民所有制工業企業職員代表大会条例》にて、職員代表大会の職権範囲に規

則制度の審議権が規定されています。2008年制定の労働契約法では、上述の第４条にて、従業員、従業

員代表大会、労働組合等の意見を収集し、協議のプロセスを経る事が規定されています。 

しかしながら、協議プロセスを経たうえで、健全な企業経営の為の規定制度の制定権は会社（＝経営）

に所属していることも明確です。民主プロセスと従業員の同意取得を混同しているケースが散見される

点は昨今の留意点と思われます。また、会社の権限を有効に発揮するためには日常の良好な労使関係の

醸成が何より重要と思われます。 

Navi 規則制度の告知方法例 ＊公知の証明要 

①就業規則は労働契約の一部分で有るため、労働契約締結時に附則として提供する。 

 ＊労働契約の附則一覧に就業規則を明記。 

②就業規則単独で受取署名を取得する。直接署名取得が困難な場合は、登録住所に郵送した証明を保存

する。 

 ＊就業規則に届出送達先への送達証明により、会社の送達証明とする旨の記載要。 

③従業員説明会（全社員）開催による説明。 

 ＊出席者名簿への署名取得の上、保存。 

④社内掲示、社内WEBに保存の上、閲覧をメール等で全員に周知。 

 ＊社内掲示の場合は掲示状況の写真保存。 

⑤就業規則研修会の実施とテスト実施。 

 ＊回答用紙は記名制。 

＊労働組合（工会）へ公知を委託する場合も、労働組合が従業員へ公知した証拠の保存が必要です。  

規定制度の制定・改定時の民主プロセス 

中国では労使協議の民主プロセスの３ステップは①告知 ②意見収集 ③公示 であると明示されてい

ます。 

規定制度の制定・改訂の際の民主プロセスは； 

①告知  ：会社が起案、告知 

②意見収集：従業員の意見を収集、協議 ＊意見書、議事録等保管要 

③公示  ：前述各種手法による公知、証拠保存 ＊最終決定権は会社にある 

【労働契約法第４条】 

「雇用単位（会社）が労働報酬、労働時間、休息休暇、労働安全衛生、保険福利、教育研修、労働規律、

労働内容等の労働者の切実な利益に直接かかわる規則制度または重大事項の制定・変更・決定の場合、

従業員代表大会または従業員全体の討論を経て提案及び意見を収集し、労働組合または従業員代表と平

等に協議確定しなくてはならない」 
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＜最近の社会問題“群租”～家賃高騰の都市部の現状～＞ 
 

「やっと静かで綺麗になった！」今年５４歳になる周さんはそう語った。彼女のそばには「整治群租」と
いう標語が貼ってあった。 
 
  
最近上海では「群租」という言葉がよく取り上げられています。ルームシェア、ハウスシェアの一形態で
すが、中国語でいう「群租」とは一つの物件に集団で住むことを指し、１００平米前後の部屋に１０人以
上住むことも珍しくなく、一部屋をパーテーションなどで仕切り個人の空間を確保します。 
 
最近は上海や北京のような大都市では家賃上昇に歯止めがかからず、地方から来た若者が部屋を借りるこ
とができず、「群租」が広がっているとのことです。大量のコンセントがたこ足配線状態になったり、居
住者の把握が難しい等、安全上の問題があるので度々問題になり、政府も規制に乗り出していると言いま
す。 
 
最近取り締まりが厳しくなった背景には５月初頭に発生した火災事故があります。冒頭の周さんの住む団
地の１３階で火災が発生し、若い二人の消防士が熱風にまかれて窓から墜落して殉職するという痛ましい
事件があり、その火災の原因が「群租」の部屋であったため、徹底した取り締まりが行われるようになり、
周さんはホッとしているということです。 
「群租」の住民にとっては都会での住居の確保が益々困難になることとなります。飲食系やサービス系職
種の募集広告に“含飯含住”（食事、住居込）という文字を目にしますが、提供される住居は「群租」 か
もしれません。 
 
多くの都市で７月から住宅積立金の基数改訂が実施されます。従来は住宅積立金の使用用途は住宅ローン
や住宅修繕ローンでしたが、近年、低所得者住宅（経済適用房）の家賃補助に住宅積立金の利用が可能と
なるなど、家賃高騰と低所得者層の賃金上昇のアンバランスへの対応政策も徐々に実施されています。 
しかし「群租」の住民に住宅積立金制度の改正が好影響を及ぼすとは考えにくいのも現実です。 
 
先日、日本のテレビ番組で特集されていた、日本の地方の若者が仕事を求めて都会に出、二段ベットの並
んだシェアハウスに長期滞在し、非正規雇用で働いているという現状と重なる現実です。 
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